
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

１ 配偶者控除及び配偶者特別控除の控除額の改正 

① 配偶者控除の控除額が改正されるほか、給与所得者の合計所得金額が1,000万円を超える場合には、配偶

者控除の適用を受けることができないこととされます（改正前：給与所得者の合計所得金額の制限なし）。 

② 配偶者特別控除の控除額が改正されるほか、対象となる配偶者の合計所得金額の要件が38万円超123万円

以下とされます（改正前：38万円超76万円未満）。 

２ 扶養親族等の数の算定方法の変更 

扶養親族等の数の算定に当たり、配偶者が源泉控除対象配偶者に該当する場合に

は、扶養親族等の数に1人を加えて計算することとされます。 

また、同一生計配偶者が障害者に該当する場合には、扶養親族等の数に1人を加え

て計算することとされます。 

注．「源泉控除対象配偶者」とは、居住者（合計所得金額が900万円以下であるものに限る）の配偶者でその居住者と生計を

一にするもののうち、合計所得金額が85万円以下である者をいいます。また、「同一生計配偶者」とは、居住者と生計を一

にする配偶者で、合計所得金額が38 万円以下である者をいいます。 

３ 給与所得者の扶養控除等申告書等の様式変更等 

「給与所得者の配偶者特別控除申告書」が「給与所得者の配偶者控除等申告書」に改められることから、配

偶者控除又は配偶者特別控除の適用を受けようとする給与所得者は、その年の年末調整の時までに給与等の

支払者に当該申告書を提出しなければならないこととされます。 

なお、「給与所得者の配偶者特別控除申告書」と兼用様式となっている「給与所得者の保険料控除申告書」

は、上記の改正に伴い、「給与所得者の配偶者控除等申告書」とは、分離されることになっています。 

また、次の申告書についても記載事項の見直しが行われます。  

・「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」 

・「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」 

・「従たる給与についての扶養控除等（異動）申告書」 

※各種様式の確定版の国税庁ホームページへの掲載は、例年通り９月末頃を予定している

ようですが、その前に、各種様式の未定稿版（年末調整時に必要となる様式を除きます。）

を７月末頃に同ページに掲載する予定とのことです。 
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平成 29 年度税制改正で、配偶者控除及び配偶者特別控除の見直しが行われ、

平成 30 年分以後の所得税から適用されることになっています。 

今回から数回に分けて、ポイントを紹介します。 

 

配偶者控除及び配偶者特別控除の見直しの全体像 
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配偶者控除及び配偶者特別控除の見直し① 

 

この改正が、最初に企業実務に影響するのは、一般的に、平成 30年１月に社員に支払う給与から所得税を源泉徴収

する際ということになります（上記２の扶養親族等の数の数え方の変更の影響があります）。 



 

 

平成 29 年８月１日から、雇用保険の高年齢雇用継続給付の支給限度額、育児休業給付・介護休業給付の

計算に用いる休業開始時の賃金日額の上限等が変更されます。 

 

 

＜高年齢雇用継続給付の支給限度額＞ 

平成29年７月31日まで：339,560円➡平成29年８月１日から：357,864円 

〈補足〉その他、下記の   の金額も変更 

確 認 高年齢雇用継続給付（高年齢雇用継続基本給付金・高年齢再就職給付金）の支給額 

一の支給対象月（一暦月）について、賃金の低下の割合に応じて、次のように計算した額が支給されます。 

賃金の低下の割合 支給額 

支給対象月の賃金が 

「60歳到達時等の賃金の月額」に比べ 

61％未満に低下 支給対象月の賃金×15％ 

61％以上75％未満に

低下 

支給対象月の賃金×15％から逓減するように 

厚生労働省令で定める率 

注① 支給対象月の賃金が、支給限度額（357,864円）を超えるときは、その支給対象月には支給されません。また、
上記のように計算した額に支給対象月の賃金を加えた額が、支給限度額を超えるときは、｢支給限度額－支給対象
月の賃金｣が支給されます。 

注② 支給額として計算した額が、1,976円を超えないときは、その支給対象月には支給されません。 

注③ 60歳到達時等の賃金の月額は、469,500円を上限とし、74,100円を下限とします。 

＜育児休業給付の計算に用いる休業開始時の賃金日額の上限＞ 

平成29年７月31日まで：14,150円➡平成29年８月１日から：14,910円 

＜介護休業給付の計算に用いる休業開始時の賃金日額の上限＞ 

平成29年７月31日まで：15,550円➡平成29年８月１日から：16,410円 

確 認 育児休業給付・介護休業給付の支給額 

支給額は、一の支給単位期間（休業開始日を基準として区切った１か月）について、次の額です。 

原則 育児休業給付 休業開始時の賃金の月額×50％（最初の 180日目までは 67％） 

介護休業給付 休業開始時の賃金の月額×67％ 

例外 休業中に事業主から賃金が支払われた場合 

休業中に支払われた賃金の月額と、育児休業給付・介護休業給付の額との合計が、休業開始時の賃金の

月額の 80％を超えないように、育児休業給付・介護休業給付の額が調整されます。 

※ 休業開始時の賃金の月額とは、「休業開始時の賃金日額×支給日数〔原則 30 日〕」のことです。 

 
 
 
 

 

雇用保険の雇用継続給付に係る支給限度額などの変更 

 

高年齢雇用継続給付の支給限度額等 

 

◆あとがき◆ 各都道府県の最低賃金額の改定額が答申されました。10月から新たな基準で最低賃金の確認

が必要になります。時給単価の設定、基本給の考え方でお困りの際はごとう事務所にご相談ください。 

8/10 ●一括有期事業開始届の提出（建設業）  

主な対象事業：概算保険料 160 万円未満でかつ請負金額が 1 億 8,000 万円未満の工事 

●7 月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付 

8/31 ●7 月分健康保険料・厚生年金保険料の納付 

●個人事業税の納付＜第１期＞ 

●6 月決算法人の確定申告・12 月決算法人の中間申告 

●9 月・12 月・翌年 3 月決算法人の消費税の中間申告 

●個人事業者の当年分消費税の中間申告 

●個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第２期＞ 
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